
1 歳入見込額 （単位：億円）

対策後 a 対策前 b 対策後 c 対策前 d a－c b－d

3,090 3,090 3,052 3,052 38 38 総務省概算要求

1,158 1,158 1,094 1,094 64 64 総務省概算要求

434 434 416 416 18 18 総務省概算要求

14 14 14 14 総務省概算要求

1,500 1,500 1,487 1,487 13 13 総務省概算要求

20 20 20 20 
35 35 47 47 △ 12 △ 12 復興・サポート事業等の所要額の減

4 4 5 5 △ 1 △ 1 総務省概算要求

130 140 △ 10 財政調整基金取崩し

117 117 122 122 △ 5 △ 5 地域整備推進基金取崩し

82 80 75 73 7 7 貸付金元利収入の増

117 117 147 147 △ 30 △ 30 総務省概算要求

6,703 6,571 6,618 6,476 85 95 

2 歳出見込額 （単位：億円）

対策後 a 対策前 b 対策後 c 対策前 d a－c b－d

1,807 1,807 1,878 1,878 △ 71 △ 71 退職手当の減

400 400 383 383 17 17 社会保障関係経費の増

1,053 1,053 1,038 1,038 15 15 
2,463 2,463 2,399 2,399 64 64 県税交付金等・選挙費・社会保障関係経費の増

5,723 5,723 5,698 5,698 25 25 
469 478 444 461 25 17 △5％シーリング

9 10 18 18 △ 9 △ 8 △5％シーリング

38 59 27 48 11 11 教育庁所管の学校建設費 28.5億円

111 111 111 111 
186 186 184 184 2 2 
26 26 14 14 12 12 
838 869 799 837 39 32 
13 13 16 16 △ 3 △ 3 
128 151 106 129 22 22 
87 88 81 83 6 5 

6,703 6,757 6,618 6,680 85 77 

3 歳入歳出ギャップ（要調整額） （単位:億円）

対策後 対策前 対策後 対策前

　　歳入見込 6,703 6,571 6,618 6,476 
　　歳出見込 6,703 6,757 6,618 6,680 
　　要調整額 （財源不足額） △ 186 △ 204 

安定した歳入基盤の確立 1 
県有資産の活用 2 2 
歳出の削減 7 16 
財政調整関係基金取崩し 130 140 

140 158 
その他 特例的な県債の活用 46 46 

46 46 
186 204 

備　　　　　　　　考
増減額

令和４年度当初予算

その他基金繰入金

他会計繰入金

 合　　　　計
※四捨五入のため，計が一致しない場合がある。

扶助費

その他収入

臨時財政対策債

区　　　　　分

通常事業

一
般
的
経
費
枠

人件費

県税交付金等

義
務
的
経
費
枠

小　　　計　　　　②

令和５年度一般会計当初予算のフレーム（一般財源ベース）

県税

地方消費税清算金

区　　　　　分

地方譲与税

備　　　　　　　　考
増減額令和５年度 令和４年度当初予算

公債費

政策事業

その他特に必要と認められる政策的事業

小　　　計　　　　①

私立学校助成費

繰出金等

県執行建物

震災復興特別交付税

令和５年度 令和４年度当初予算

地方特例交付金

財政調整関係基金繰入金

普通交付税

特別交付税

交通安全対策交付金

東日本大震災復興事業枠　 ③

令和５年度

 合　　　　計　（①＋②＋③＋④）

※四捨五入のため，計が一致しない場合がある。

公　共　事　業　枠　  ④

うち維持補修関係費

調 整 額 合 計

調 整 額 小 計　①

戦略に
基づく
もの

調 整 額 小 計　②

財
源
調
整
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